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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第29期

中間連結会計期間
第30期

中間連結会計期間
第29期

会計期間
自 2025年４月１日
至 2025年９月30日

自 2026年４月１日
至 2026年９月30日

自 2025年４月１日
至 2026年３月31日

売上高 （千円） 7,273,613 27,000,816 27,859,646

経常利益 （千円） 1,757,794 6,656,837 5,589,818

親会社株主に帰属する中間（当期）

純利益
（千円） 1,052,985 3,582,787 3,073,277

中間包括利益又は包括利益 （千円） 1,065,292 4,373,810 4,657,968

純資産額 （千円） 31,880,291 44,506,361 41,925,928

総資産額 （千円） 37,286,109 58,380,806 53,027,575

１株当たり中間（当期）純利益金額 （円） 11.56 25.93 28.30

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額
（円） - 25.87 28.26

自己資本比率 （％） 63.1 58.9 61.4

営業活動によるキャッシュ・フロー （千円） 1,118,797 5,803,436 2,681,887

投資活動によるキャッシュ・フロー （千円） △679,282 △143,950 △910,180

財務活動によるキャッシュ・フロー （千円） △1,257,832 △1,848,336 △2,187,943

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（千円） 17,365,248 25,679,265 21,848,980

　（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．第29期中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額は、希薄化効果を有している

潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。

　なお、当中間連結会計期間において、連結子会社であったＲｈｅｏｓＣＰ１号ＧＰ有限責任事業組合は解散してお

ります。

　また、当社グループの報告セグメントは、従来「アセットマネジメント事業」と「ファイナンシャル・サービス事

業」に区分しておりましたが、当中間連結会計期間から「資産運用事業」の単一セグメントに変更しております。詳

細は、「第４　経理の状況　１　中間連結財務諸表　注記事項　（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において、当社グループ（当社および連結子会社）が

判断したものであります。

 

 (1)　連結業績の概況

　当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）は、売上高27,000百万円（前年同期比3.7

倍）、営業利益6,548百万円（同4.6倍）、経常利益6,656百万円（同3.8倍）、親会社株主に帰属する中間純利益

3,582百万円（同3.4倍）となり、売上高、営業利益、経常利益及び親会社株主に帰属する中間純利益のすべてにおい

て、中間連結会計期間として過去最高を更新し、特に、親会社株主に帰属する中間純利益は、半期で前連結会計年度

の通期実績（3,073百万円）を上回りました。

　売上高営業利益率は、前年同期の19.5％から24.3％へ上昇いたしました。また、合併等の組織再編により、期中平

均株式数が前年同期比で約５割増加したことに対し、１株当たり中間純利益は前年同期の11円56銭から25円93銭へと

２倍を超える増加となり、利益の成長が株式数の増加を大きく上回っております。

　前年同期比で大幅な増収増益となった主因は、昨年度に実施した経営統合の効果であります。2025年９月に子会社

化したＳＢＩ岡三アセットマネジメント株式会社と、2025年12月の旧ＳＢＩレオスひふみ株式会社との吸収合併に伴

い子会社化したレオス・キャピタルワークス株式会社の業績が、当中間連結会計期間の全期間にわたり寄与いたしま

した。なお、前年同期の連結業績には、ＳＢＩ岡三アセットマネジメントの2025年９月単月分のみが含まれ、レオ

ス・キャピタルワークスは含まれておりません。統合後の運用子会社３社は、いずれも前年同期比で営業利益が２倍

超となりました。

　主要運用子会社３社の2026年９月末の運用資産残高は、ＳＢＩアセットマネジメント株式会社8兆9,591億円（前年

同月末比26.0％増）、ＳＢＩ岡三アセットマネジメント2兆6,951億円（同36.1％増）、レオス・キャピタルワークス

1兆7,247億円（同17.3％増）と、いずれも二桁の増加となりました。主要運用子会社３社に米国子会社Carretを加え

た連結の運用資産残高は13兆9,503億円（前年同月末比45.0％増）となり、前連結会計年度末からは約1兆8,053億

円、14.9％増加いたしました。増加額の内訳は、投資信託が約1兆6,942億円、投資顧問・海外子会社等が約1,111億

円であります。投資信託の増加のうち、資金純流入によるものが約4,624億円、時価変動等の市場要因によるものが

約1兆2,318億円であります。なお、当社は2026年７月末残高分より、グループ各社及び連結の運用資産残高の月次開

示を開始しております。

　当中間連結会計期間の主な取り組みでは、ＳＢＩアセットマネジメントがステート・ストリート・グローバル・ア

ドバイザーズとの協業の第１弾として2026年５月に「ＳＢＩ・ＮＡＳＤＡＱ１００インデックス・ファンド」を設定

し、同ファンドは設定後63営業日の同年８月18日に純資産総額1,000億円を突破いたしました。同協業の第２弾とし

て、こどもＮＩＳＡ専用で信託報酬率0.00％の「ＳＢＩ・ゼロ・オールカントリー・インデックス・ファンド（愛

称：ゼロカン）」と、一般投資家向けの「ＳＢＩ・オールカントリー・インデックス・ファンド」（信託報酬率

0.055％）を2026年11月17日に同時設定することを、当中間連結会計期間末後の2026年10月１日に公表いたしまし

た。

　経営統合については、2026年9月30日には、ＳＢＩインシュアランスグループ株式会社との間で、当社を吸収合併

存続会社とする吸収合併による経営統合に関する基本合意書を締結いたしました。効力発生日は2027年４月１日を予

定しており、最終契約の締結、両社の臨時株主総会の承認及び保険持株会社の認可を含む関係当局の認可等を条件と

しております。

 

EDINET提出書類

ＳＢＩグローバルアセットマネジメント株式会社(E05097)

半期報告書

 3/24



[業績の概要]

 
2026年3月期中間

連結会計期間

2027年3月期中間

連結会計期間
増減

 金額（千円） 利益率 金額（千円） 利益率 金額（千円） 比率

売上高 7,273,613  27,000,816  19,727,202 3.7倍

営業利益 1,416,445 19.5% 6,548,377 24.3% 5,131,931 4.6倍

経常利益 1,757,794 24.2% 6,656,837 24.7% 4,899,043 3.8倍

親会社株主に帰属
する中間純利益

1,052,985 14.5% 3,582,787 13.3% 2,529,802 3.4倍

 

連結売上高は中間連結会計期間として、15期連続の増収、10期連続で過去最高の売上高を更新しました。

営業利益は中間連結会計期間として、７期連続の増益、６期連続の過去最高益を記録しました。

経常利益は中間連結会計期間として、17期連続の増益、15期連続の過去最高益を記録しました。

親会社株主に帰属する中間純利益は中間連結会計期間として、17期連続の増益、12期連続の過去最高益を記録しま

した。

（注）当社グループは当連結会計年度の第１四半期連結会計期間より「資産運用事業」の単一セグメントに移行し

ているため、セグメント別の記載は省略しております。

 

 

(2)　財政状態の分析

①資産、負債及び純資産の状況

　当中間連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末と比較して5,353百万円増加し、58,380百万円となりまし

た。

　これは、流動資産が5,490百万円増加したことと、固定資産が135百万円減少したことによるものであります。流動

資産の増加は、主として、現金及び預金の増加3,827百万円、売上債権の増加1,919百万円であります。現金及び預金

の主な変動事由は、税金等調整前中間純利益6,645百万円の計上、親会社株主及び非支配株主への配当金の支払1,908

百万円及び未払法人税等の納付1,477百万円によるものです。

　固定資産の変動は主として、有形及び無形固定資産の新規購入による増加242百万円、のれんを含む減価償却によ

る減少421百万円、投資その他の資産（投資有価証券）の取得572百万円と売却及び償還による減少474百万円による

ものであります。

　当中間連結会計期間末の負債合計は前連結会計年度末と比較して2,772百万円増加し、13,874百万円となりまし

た。これは、流動負債が2,925百万円増加し、固定負債が152百万円減少したことによるものです。

　流動負債の増加は、主として、未払金の増加1,075百万円、顧客からの受入を含む預り金の増加1,145百万円、未払

法人税等の増加808百万円によるものです。

　固定負債の減少は、主として、連結子会社の退職給付制度改定に伴う退職給付に係る負債（退職給付引当金）の減

少によるものであります。

　当中間連結会計期間末の純資産合計は前連結会計年度末と比較して2,580百万円増加し、44,506百万円となりまし

た。これは主として、3,582百万円の親会社株主に帰属する中間純利益が計上され、親会社株主に対して1,898百万円

の配当を行った結果、利益剰余金が1,684百万円増加したこと、また、非支配株主に帰属する中間純利益等の計上に

伴い、非支配株主持分が737百万円増加したことによるものです。
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②キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末に比べ3,830百万円増加し、

25,679百万円となりました。

　各キャッシュ・フローの状況は、以下のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは5,803百万円の収入（前年同期は1,118百万円の収入）となりました。

　これは、主として、税金等調整前中間純利益6,645百万円の計上、法人税等の支払1,477百万円によるものでありま

す。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは143百万円の支出（前年同期は679百万円の支出）となりました。

　これは、主として、投資有価証券の売却・償還による収入677百万円及び新規取得に係る支出572百万円、無形固定

資産の取得による支出246百万円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは1,848百万円の支出（前年同期は1,257百万円の支出）となりました。

　これは、主として、親会社株主及び非支配株主への配当金の合計支払額が1,908百万円となったこと、新株予約権

の行使に伴う株式の発行による収入98百万円が生じたためであります。

 

(3)　優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4)　研究開発活動

　該当事項はありません。

 

(5)　連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

　当期の連結業績予想につきましては、当社事業と関連性の高い金融市場の動向を当期を通じて想定するのは難し

く、故に当社グループの業績を合理的な算定で行うことが困難であるため、現時点では未定とさせていただきます。

 

３【重要な契約等】

　当社は2026年９月30日付の取締役会において、当社を吸収合併存続会社、ＳＢＩインシュアランスグループ株式会

社を吸収合併消滅会社とする吸収合併を行うことについて基本合意書の締結を決議し、同日に両社の間で基本合意書

を締結いたしました。

　概要につきましては、「第４経理の状況　１　中間連結財務諸表　注記事項　追加情報」に記載しております。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 315,600,000

計 315,600,000

 

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2026年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2026年11月５日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 138,285,495 138,394,935
東京証券取引所
（プライム市場）

単元株式数
100株

計 138,285,495 138,394,935 ― ―

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

ＳＢＩグローバルアセットマネジメント株式会社第８回新株予約権

決議年月日 2026年３月23日

付与対象者への交付状況 当社及び子会社の役員及び使用人　115名

新株予約権の数 9,470個

新株予約権の目的となる株式の種類、内容と数 普通株式　947,000株(新株予約権１個につき100株）

新株予約権の行使時の払込金額
１株当たり588円

新株予約権１個当たり　58,800円

新株予約権の行使期間 自2029年７月２日　至2034年９月29日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組入額

発行価格　　588円

資本組入額　294円

新株予約権の行使の条件 （注１）

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要するも

のとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する

事項
（注２）

※新株予約権の発行時(2026年４月30日)における内容を記載しております。
（注１） 新株予約権の行使の条件は次のとおりであります。

① 新株予約権者は、新株予約権の権利行使時においても、当社又は当社関係会社の取締役、監査役又は従業

員であることを要する。ただし、定年退職による場合、その他正当な理由があると取締役会が認めた場合
は、この限りではない。

② 新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めない。

③ 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点における発行可能株式総数を超過するこ

ととなるときは、当該本新株予約権の行使を行うことはできない。
④ 各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

（注２）当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転
（以上を総称して以下「組織再編行為」という。）を行う場合において、組織再編行為の効力発生日にお
いて残存する本新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合
につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）
の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権
は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対
象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式
交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

① 交付する再編対象会社の新株予約権の数残存新株予約権の新株予約権者が保有する本新株予約権の数と同

一の数をそれぞれ交付する。
② 新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の種類再編対象会社の普通株式とする。

③ 新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の数組織再編行為の条件を勘案の上、新株予約権の目的とな

る株式の種類及び数に準じて決定する。
④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産

の価額は、組織再編行為の条件等を勘案の上、新株予約権の行使に際して出資される財産の価額又は算定
方法で定められる行使価額を調整して得られる再編後の行使価額に、新株予約権の目的となる再編対象会
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社の株式の数に従って決定される当該新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の数を乗じた額とす
る。

⑤ 新株予約権を行使することができる期間に定める行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち、い

ずれか遅い日から新株予約権を行使することができる期間に定める行使期間の末日までとする。
⑥ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項に準じ

て決定する。
⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限譲渡による取得の制限については、再編対象会社による承認を要する

ものとする。
⑧ その他新株予約権の行使の条件に準じて決定する。

⑨ 新株予約権の取得事由及び条件に準じて決定する。

⑩ その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて決定する。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

 2026年４月１日～

2026年９月30日

（注）

221,184 138,285,495 53,412 3,792,810 53,480 12,662,588

（注）　新株予約権の行使による増加であります。

 

EDINET提出書類

ＳＢＩグローバルアセットマネジメント株式会社(E05097)

半期報告書

 7/24



（５）【大株主の状況】

  2026年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株）

発行済株式
（自己株式
を除く。）
の総数に対
する所有株
式数の割合
（％）

ＳＢＩアセットマネジメントグループ

株式会社
東京都港区六本木１丁目６－１ 60,313,543 43.6

ＳＢＩファイナンシャルサービシーズ　　

株式会社
東京都港区六本木１丁目６－１ 17,423,712 12.6

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口）

東京都港区赤坂１丁目８番１号

赤坂インターシティAIR
2,856,800 2.1

鈴木　智博 石川県金沢市 2,800,000 2.0

ＳＢＩホールディングス株式会社 東京都港区六本木１丁目６－１ 1,656,600 1.2

株式会社日本カストディ銀行（信託口) 東京都中央区晴海１丁目８－１２ 1,129,400 0.8

ＢＮＹ ＧＣＭ ＣＬＩＥＮＴ ＡＣＣＯＵＮ

Ｔ ＪＰＲＤ ＡＣ ＩＳＧ （ＦＥ－ＡＣ）

（常任代理人　株式会社三菱ＵＦＪ銀行）

ＰＥＴＥＲＢＯＲＯＵＧＨ ＣＯＵＲＴ １

３３ ＦＬＥＥＴ ＳＴＲＥＥＴ ＬＯＮＤ

ＯＮ ＥＣ４Ａ ２ＢＢ ＵＮＩＴＥＤ ＫＩ

ＮＧＤＯＭ

（常任代理人住所）

（東京都千代田区丸の内１丁目４番５号）

1,127,576 0.8

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋１丁目１３番１号 708,618 0.5

ＵＢＳ ＡＧ ＬＯＮＤＯＮ Ａ／Ｃ ＩＰＢ

ＳＥＧＲＥＧＡＴＥＤ ＣＬＩＥＮＴ　ＡＣ

ＣＯＵＮＴ

（常任代理人　シティバンク、エヌ・エイ

東京支店）

ＢＡＨＮＨＯＦＳＴＲＡＳＳＥ ４５， ８

００１ ＺＵＲＩＣＨ， ＳＷＩＴＺＥＲＬ

ＡＮＤ

（常任代理人住所）

（東京都新宿区新宿６丁目２７番３０号）

593,628 0.4

ＪＰモルガン証券株式会社
東京都千代田区丸の内２丁目７－３ 東京

ビルディング
557,523 0.4

計 － 89,167,400 64.4

（注）当社は、自己株式を1,863株保有しております。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2026年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式(自己株式等)  － － －

議決権制限株式(その他)  － － －

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 1,800 － －

完全議決権株式(その他) 普通株式 137,695,900 1,376,959 －

単元未満株式 普通株式 587,795 － －

発行済株式総数  138,285,495 － －

総株主の議決権  － 1,376,959 －

 

 

②【自己株式等】

 

    2026年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

ＳＢＩグローバル

アセットマネジメント

株式会社

東京都港区六本木一

丁目６番１号
1,800 － 1,800 0.00

計 － 1,800 － 1,800 0.00

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2026年４月１日から2026年９月30

日まで）に係る中間連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

 

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 21,848,683 25,676,675

売掛金 11,791,018 13,710,945

棚卸資産 ※１ 8,231 ※１ 6,944

未収入金 185,343 568

営業投資有価証券 852,722 886,921

顧客分別金信託 2,100,000 2,100,000

その他 1,039,174 933,514

流動資産合計 37,825,174 43,315,570

固定資産   

有形固定資産   

建物附属設備 838,817 670,036

減価償却累計額 △284,175 △225,542

建物附属設備（純額） 554,641 444,494

工具、器具及び備品 456,736 449,501

減価償却累計額 △355,922 △375,129

工具、器具及び備品（純額） 100,813 74,372

使用権資産 103,456 68,567

有形固定資産合計 758,911 587,434

無形固定資産   

のれん 1,504,551 1,479,904

ソフトウエア 1,010,421 1,060,370

その他 13,223 13,306

無形固定資産合計 2,528,197 2,553,581

投資その他の資産   

投資有価証券 10,843,005 10,998,358

繰延税金資産 397,837 357,093

退職給付に係る資産 103,024 -

その他 564,696 563,347

投資その他の資産合計 11,908,564 11,918,799

固定資産合計 15,195,673 15,059,815

繰延資産   

株式交付費 6,727 5,420

繰延資産合計 6,727 5,420

資産合計 53,027,575 58,380,806
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 23,471 26,365

未払金 6,571,247 7,646,886

リース債務 76,577 68,567

未払法人税等 1,541,903 2,350,313

未払消費税等 399,334 521,283

賞与引当金 367,155 87,500

資産除去債務 61,446 61,750

その他 1,450,206 2,653,815

流動負債合計 10,491,344 13,416,482

固定負債   

リース債務 26,879 -

役員退職慰労引当金 11,240 12,170

繰延税金負債 111,698 75,635

退職給付に係る負債 152,365 12,110

資産除去債務 248,327 249,787

その他 59,791 108,259

固定負債合計 610,302 457,963

負債合計 11,101,646 13,874,445

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,739,398 3,792,810

資本剰余金 13,023,501 13,076,980

利益剰余金 15,227,325 16,911,753

自己株式 △1,070 △1,110

株主資本合計 31,989,155 33,780,434

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △10,770 △15,646

為替換算調整勘定 564,649 639,344

退職給付に係る調整累計額 27,253 -

その他の包括利益累計額合計 581,132 623,697

新株予約権 60,597 69,350

非支配株主持分 9,295,042 10,032,878

純資産合計 41,925,928 44,506,361

負債純資産合計 53,027,575 58,380,806
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

売上高 7,273,613 27,000,816

売上原価 3,864,567 15,453,489

売上総利益 3,409,046 11,547,326

販売費及び一般管理費 ※ 1,992,600 ※ 4,998,949

営業利益 1,416,445 6,548,377

営業外収益   

受取利息 74,813 84,874

受取配当金 41,639 21,345

投資有価証券売却益 124 -

暗号資産売却益 225,501 -

その他 1,812 6,857

営業外収益合計 343,890 113,077

営業外費用   

為替差損 501 2,686

株式交付費償却 204 1,306

その他 1,834 623

営業外費用合計 2,541 4,616

経常利益 1,757,794 6,656,837

特別利益   

投資有価証券売却益 - 42,174

投資有価証券償還益 12,845 50

退職給付制度終了益 - 56,084

その他 - 126

特別利益合計 12,845 98,436

特別損失   

退職給付制度終了損 - 107,580

その他 - 1,905

特別損失合計 - 109,486

税金等調整前中間純利益 1,770,640 6,645,787

法人税、住民税及び事業税 634,967 2,275,081

法人税等調整額 6,855 23,384

法人税等合計 641,823 2,298,465

中間純利益 1,128,816 4,347,321

非支配株主に帰属する中間純利益 75,831 764,534

親会社株主に帰属する中間純利益 1,052,985 3,582,787

 

【中間連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

中間純利益 1,128,816 4,347,321

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 100,595 5,232

為替換算調整勘定 △164,119 74,694

退職給付に係る調整額 - △53,438

その他の包括利益合計 △63,523 26,488

中間包括利益 1,065,292 4,373,810

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 1,000,439 3,625,351

非支配株主に係る中間包括利益 64,853 748,458
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 1,770,640 6,645,787

減価償却費 197,634 365,014

長期前払費用償却額 - 1,311

株式報酬費用 - 17,553

のれん償却額 54,547 56,837

株式交付費償却 204 1,306

受取利息及び受取配当金 △116,452 △106,220

投資有価証券売却損益（△は益） △12,969 △42,070

暗号資産売却損益（△は益） △225,501 -

固定資産除却損 - 1,625

投資事業組合運用損益（△は益） - 619

為替差損益（△は益） 581 2,527

売上債権の増減額（△は増加） 573,834 △1,902,824

棚卸資産の増減額（△は増加） 885 1,287

仕入債務の増減額（△は減少） △6,030 2,894

営業投資有価証券の増減額（△は増加） - △34,951

未払金の増減額（△は減少） △570,098 1,074,206

未収入金の増減額（△は増加） △13,665 △636

預り金の増減額（△は減少） 11,026 1,145,307

その他の流動資産の増減額（△は増加） 2,598 33,183

その他の流動負債の増減額（△は減少） △20,753 △121,300

小計 1,646,482 7,141,457

利息及び配当金の受取額 14,018 77,125

法人税等の支払額 △541,702 △1,477,426

法人税等の還付額 0 62,280

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,118,797 5,803,436

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △11,104 △3,619

無形固定資産の取得による支出 △38,940 △246,753

投資有価証券の売却による収入 410,400 677,651

投資有価証券の取得による支出 △368,728 △572,328

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

収入
※２ 23,861 -

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出
※２ △696,491 -

出資金の分配による収入 - 28

敷金及び保証金の回収による収入 19,138 1,140

敷金及び保証金の差入による支出 △17,417 △70

投資活動によるキャッシュ・フロー △679,282 △143,950

財務活動によるキャッシュ・フロー   

新株予約権の行使による株式の発行による収入 - 98,092

配当金の支払額 △1,188,173 △1,897,962

非支配株主への配当金の支払額 △32,457 △10,622

自己株式の取得による支出 - △87

自己株式の処分による収入 - 46

リース債務の返済による支出 △37,201 △37,803

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,257,832 △1,848,336

現金及び現金同等物に係る換算差額 △18,303 19,137

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △836,621 3,830,285

株式交付による現金及び現金同等物の増加額 ※２ 14,193,380 -

現金及び現金同等物の期首残高 4,008,489 21,848,980

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※１ 17,365,248 ※１ 25,679,265
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　 当中間連結会計期間において、ＲｈｅｏｓＣＰ１号ＧＰ有限責任事業組合は解散したため、連結の範囲から除

外しております。

 

（会計方針の変更）

　該当事項はありません。

 

（追加情報）

（退職給付制度の改定）

当社の連結子会社であるＳＢＩ岡三アセットマネジメント株式会社は、2026年７月１日付で退職給付制度の改定を行

い、確定拠出年金制度、確定給付企業年金制度及び退職一時金制度で構成していた退職給付制度から確定拠出年金制度の

みの退職給付制度へ移行しております。これに伴い、当中間連結会計期間の連結損益として、退職給付制度終了益56百万

円、退職給付制度終了損107百万円を特別損益に計上しております。

 

（吸収合併に関する基本合意）

　当社は、2026年9月30日開催の取締役会において、当社を吸収合併存続会社、ＳＢＩインシュアランスグループ株式会

社を吸収合併消滅会社とする吸収合併の方法により経営統合（以下「本経営統合」といいます。）を行うことについて、

基本合意書（以下「本基本合意書」といいます。）を締結することを決議し、本基本合意書を締結いたしました。

なお、本基本合意書において、本経営統合の実施は、今後両社が締結する本合併に関する法的拘束力ある最終契約（以

下「最終契約」といいます。）が締結されること、その効力発生日までに両社の臨時株主総会により承認を受けること及

び関係当局の認可等を受けることを条件としており、最終契約においても、当該条件及びその詳細を定めることとしてお

ります。

 

概要

(1) 本経営統合（吸収合併）の目的

本経営統合の目的は、資産運用と保険を一つの経営の下に置くことにより、「運用起点の保険商品」をわが国におい

て本格的に実現し、運用収益と業務効率化の成果を保険契約者・受益者に還元するとともに、保険を選ぶすべての人が

保険商品を正しく比較し、選択できる市場の実現に貢献することにあります。具体的には、①資産・負債の一体経営②

運用起点の商品設計③ＡＩによる業務の再構築④保険を選ぶすべての人が比較して選べる市場づくり⑤フィデューシャ

リー・デューティーの徹底の５点です。

両社は、本経営統合を通じて、資産運用と保険が対等な事業の柱として一体経営される、国内に類例のない上場グ

ループを構築し、証券、銀行に続くＳＢＩグループの「第三の柱」として、「資産運用立国」の実現と保険業界の透明

性・信頼性の向上に貢献するとともに、両社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を実現してまいります。

 

(2) 結合当事企業の名称及び事業内容

吸収合併存続会社

名称　　　ＳＢＩグローバルアセットマネジメント株式会社

事業内容　子会社の経営管理およびこれに附帯する業務

傘下の主な事業：資産運用事業（投資運用業、投資助言業、資産運用全般に係る金融情報の提供）

吸収合併消滅会社

名称　　　ＳＢＩインシュアランスグループ株式会社

事業内容　子会社の経営管理およびこれに附帯する業務

傘下の主な事業：損害保険事業、生命保険事業、少額短期保険事業

 

（参考：2026年３月期の連結財政状態及び経営成績に関する情報）

資本金　　　：　8,375百万円

連結純資産　： 48,087百万円

連結総資産　：236,330百万円

連結売上高　：140,362百万円

親会社株主に帰属する当期純利益：2,880百万円

 

(3) 本経営統合（吸収合併）の日程

本基本合意書締結承認取締役会　　2026年９月30日

本基本合意書締結　　　　　　　　2026年９月30日

東京証券取引所最終売買日（ＳＢＩインシュアランスグループ株式会社）
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　　　　　　　　　　　　　　　　2027年３月29日（予定）

東京証券取引所上場廃止日（ＳＢＩインシュアランスグループ株式会社）

　　　　　　　　　　　　　　　　2027年３月30日（予定）

合併の効力発生日　　　　　　　　2027年４月１日（予定）

 

（注1）両社による最終契約の締結の承認に係る取締役会決議日及び最終契約の締結日並びに両社の臨時株主総会の

基準日及び開催日については、現時点では確定しておらず、決定し次第お知らせいたします。

（注2）本基本合意書において、本合併の実施は、最終契約が締結されること、その効力発生日までに両社の臨時株

主総会により承認されること及び関係当局の認可等を受けることを条件としており、最終契約においても当該条

件及びその詳細を定めることとしております。

（注3）上記日程は、現時点での予定であり、本経営統合及び本合併の手続きの進行上必要な場合は、両社による協

議の上、日程を変更することがあります。また、今後、本経営統合及び本合併に係る手続き及び協議を進める中

で、関係当局の認可等の取得、又はその他の理由により本経営統合及び本合併の推進が遅延する事由又は推進が

困難となる事由が生じた場合には、速やかに公表いたします。

 

(4) 合併の方式

当社を吸収合併存続会社としＳＢＩインシュアランスグループ株式会社を吸収合併消滅会社とする吸収合併方式

 

(5) 結合後企業の名称

未定（今後両社が協議の上、決定します。）

 

(6) 合併に係る割当の内容

ＳＢＩインシュアランスグループ株式会社の株式１株に対して、当社の株式3.53株を割当て交付する予定です。た

だし、当該比率は、その算定の基礎となる諸条件に重大な変更が生じ、又は重大な相違が判明した場合は、両社協

議及び合意の上、変更することがあります。なお、本合併の効力発生日直前にＳＢＩインシュアランスグループ株

式会社が保有する自己株式については、本合併による株式の割当ては行わない予定です。

本合併により交付する当社株式数は、普通株式87,615,969株を予定しています。なお、ＳＢＩインシュアランスグ

ループ株式会社が保有する自己株式の数に変動等が生じた場合には、修正される可能性があります。

また、その交付する株式は、全て新たに当社の普通株式を発行することを想定しています。

 

(7) 実施する会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号 2019年1月16日)及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計

基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号 2019年1月16日)に基づき、共通支配下の取引として処理を

行う見込みです。なお、本合併が当社グループの連結財務諸表に与える影響については、現在精査中であります。
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（中間連結貸借対照表関係）

※1　棚卸資産の内訳

 
前連結会計年度
（2026年３月31日）

当中間連結会計期間
（2026年９月30日）

貯蔵品 8,231千円 6,944千円

 

※2　当座貸越契約の額

 
前連結会計年度
（2026年３月31日）

当中間連結会計期間
（2026年９月30日）

当座貸越極度額 9,000,000千円 9,000,000千円

借入実行額 - -

差引額 9,000,000 9,000,000

 

表中の極度額のうち提出会社分が2,000,000千円であり、連結子会社分が7,000,000千円であります。

なお、上記当座貸越契約においては、資金使途に関する審査を借入の条件としているため、必ずしも全額が借入実行され

るものではありません。

 

 

（中間連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目

 
前中間連結会計期間
（自 2025年４月１日
　　至 2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自 2026年４月１日
　　至 2026年９月30日）

従業員給与 837,121千円 2,127,927千円
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※1　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前中間連結会計期間

（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日
至　2026年９月30日）

現金及び預金勘定 17,364,951千円 25,676,675千円

預け金（その他流動資産) 296 2,590

現金及び現金同等物の中間期末残高 17,365,248 25,679,265

 

 

※2　株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳

前中間連結会計期間（自 2025年４月１日 至 2025年９月30日）

　2025年9月11日（みなし取得日　2025年9月１日）の株式の取得により新たにSBI岡三アセットマネジメント株式

会社を連結したこと、また、2025年9月30日の株式及び出資持分の取得により新たにSBI岡三オルタナティブ・イ

ンベストメント株式会社及びOCP１号投資事業有限責任組合並びにOCP２号投資事業有限責任組合を連結したこと

に伴う連結開始時の資産および負債の内訳ならびに当該会社等の株式又は出資持分の取得価額と取得による支出

（純額）との関係は次のとおりであります。

 

 
SBI岡三アセット

マネジメント株式会社

SBI岡三オルタナ
ティブ・インベスト
メント株式会社

OCP1号投資事業
有限責任組合

OCP2号投資事業
有限責任組合

流動資産

固定資産

流動負債

固定負債

のれん

非支配株主持分

17,593,270千円

2,199,483

△2,695,791

△471,688

-

△8,146,384

203,079千円

11,796

△38,930

△279

1,550

-

18,339千円

445,283

-

-

-

-

16,501千円

219,874

-

-

-

-

株式又は出資持分の取得価額

　支配獲得時までの保有出資持分取得価額

　株式交付による資本準備金増加額

　株式交付による資本剰余金増加額

　株式交付による自己株式減少額

現金及び現金同等物

8,478,889

-

△8,478,843

△27

△18

△14,193,380

177,217

-

-

-

-

△201,078

463,623

△2,318

-

-

-

△6

236,376

△1,181

-

-

-

△1

差引：取得による収入（△）

又は取得による支出
△14,193,380 △23,861 461,299 235,192

 

当中間連結会計期間（自 2026年４月１日 至 2026年９月30日）

該当事項はありません。

 

 

※3　重要な非資金取引の内容

 
前中間連結会計期間

（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日
至　2026年９月30日）

株式交付による資本準備金の増加額 8,478,843千円 -千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

(1）配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

2025年４月24日

取締役会
普通株式 利益剰余金 1,188,173 13.25 2025年３月31日 2025年６月２日

(2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生予定日

2025年10月27日

取締役会
普通株式 利益剰余金 925,216 9.00 2025年９月30日 2025年12月１日

 

（株主資本の金額の著しい変動）

　当社は、2025年８月20日開催の取締役会にて、資産運用会社ＳＢＩ岡三アセットマネジメント株式会社の株式を簡易株

式交付の方法により取得することを決議しました。2025年９月11日付で当社株式13,128,343株（うち100株は自己株式割

当）の交付を行い、ＳＢＩ岡三アセットマネジメント株式会社の株式の51％を取得することで、同社を子会社化いたしま

した。

　これにより資本準備金が8,478,843千円増加し、当中間連結会計期間末において連結資本剰余金の合計額が13,007,441

千円となっております。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

（1）配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

2026年４月24日

取締役会
普通株式 利益剰余金 1,898,359 13.75 2026年３月31日 2026年６月１日

（2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生予定日

2026年10月27日

取締役会
普通株式 利益剰余金 1,313,694 9.50 2026年９月30日 2026年12月１日

 

（株主資本の金額の著しい変動）

該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前中間連結会計期間（自2025年４月１日 至2025年９月30日）

（報告セグメントの変更等に関する事項）に記載のとおりであります。

 

当中間連結会計期間（自2026年４月１日 至2026年９月30日）

当社グループは、「資産運用事業」の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

（報告セグメントの変更等に関する事項）

　当社グループの報告セグメントは、従来「アセットマネジメント事業」と「ファイナンシャル・サービス事業」に区分

しておりましたが、当中間連結会計期間から「資産運用事業」の単一セグメントに変更しております。

　この変更は、直接的な投資運用業を行うアセットマネジメント事業が飛躍的な拡大を続けるなか、ファイナンシャル・

サービス事業で行う投資信託等の金融情報データ提供や資産運用・資産形成セミナー活動等に関しても、アセットマネジ

メント事業との関連性や補完性が高まり、より一体的な事業運営が進展しております。これらを踏まえ、当社グループの

事業展開、経営資源の配分及び経営管理体制の実態の観点から「資産運用事業」の単一セグメントとして管理すること

が、当社グループの経営実態をより適切に反映するものと判断したことによるものであります。この変更により、前中間

連結会計期間及び当中間連結会計期間におけるセグメント情報の記載を省略しております。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　当中間連結会計期間より、報告セグメントを「資産運用事業」の単一セグメントに変更しております。詳細は、

「第４　経理の状況　１　中間連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。な

お、前中間連結会計期間の顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、変更後のセグメント区分で作成したも

のを記載しております。

 

前中間連結会計期間（自 2025年４月１日　至 2025年９月30日）

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)

 
報告セグメント

その他 合計
資産運用事業計

データ・ソリューション 708,126 - 708,126

メディア・ソリューション 209,936 - 209,936

アセットマネジメント 6,355,551 - 6,355,551

顧客との契約から生じる収益 7,273,613 - 7,273,613

その他の収益 - - -

外部顧客への売上高 7,273,613 - 7,273,613

 

当中間連結会計期間（自 2026年４月１日　至 2026年９月30日）

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)

 
報告セグメント

その他 合計
資産運用事業計

データ・ソリューション 582,150 - 582,150

メディア・ソリューション 72,334 - 72,334

アセットマネジメント 26,346,331 - 26,346,331

顧客との契約から生じる収益 27,000,816 - 27,000,816

その他の収益 - - -

外部顧客への売上高 27,000,816 - 27,000,816
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（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間

（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日
至　2026年９月30日）

(1) １株当たり中間純利益  11円56銭  25円93銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益（千円） 1,052,985 3,582,787

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する

中間純利益（千円）
1,052,985 3,582,787

普通株式の期中平均株式数（株） 91,108,267 138,161,688

(2) 潜在株式調整後１株当たり中間純利益 ― 25円87銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益調整額

（千円）
― ―

普通株式増加数（株） ― 322,885

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り中間純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連

結会計年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

（注） 前中間連結会計期間における潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

 

 

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。

 

 

２【その他】

（１）期末配当

　2026年４月24日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

　（イ）配当金の総額…………………………………………1,898,359千円

　（ロ）１株当たりの金額……………………………………13円75銭

　（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日……………2026年６月１日

　 （注）2026年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いました。

 

（２）中間配当

　2026年10月27日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

　（イ）配当金の総額………………………………………………1,313,694千円

　（ロ）１株当たりの金額…………………………………………９円50銭

　（ハ）支払請求の効力発生予定日及び支払開始予定日………2026年12月１日

　 （注）2026年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。

EDINET提出書類

ＳＢＩグローバルアセットマネジメント株式会社(E05097)

半期報告書

22/24



 
 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

 2026年11月5日

ＳＢＩグローバルアセットマネジメント株式会社
 
 取締役会　御中  

 

有限責任監査法人トーマツ
 
 東京事務所  

 

 
指定有限責任社員
 
業務執行社員

 公認会計士 中村　進

 

 
指定有限責任社員
 
業務執行社員

 公認会計士 田嶌　照夫

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＳＢＩグロー

バルアセットマネジメント株式会社の2026年4月1日から2027年3月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間

（2026年4月1日から2026年9月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益

計算書、中間連結包括利益計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、期中連結財務諸表に係る我が国におい

て一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ＳＢＩグローバルアセットマネジメント株式会社及び連

結子会社の2026年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行っ

た。期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」

に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監

査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫

理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

強調事項

　（追加情報）に記載されているとおり、会社は、2026年9月30日開催の取締役会において、会社を吸収合併存続会

社、ＳＢＩインシュアランスグループ株式会社を吸収合併消滅会社とする吸収合併を行うことを決議し、同日付で基

本合意書を締結している。

　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

 

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

中間連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連

結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に

基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

 

　・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、期中連結財務諸表に係る我が国

において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認め

られないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報

告書において中間連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められてい

る。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業

は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

　・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企

業会計の基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間

連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していない

と信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

　・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

　　　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講

じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容に

ついて報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

　（注）１．上記は期中レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書

提出会社)が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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